
１ はじめに 

【国の見通し】 

■ 今後10年の間に、70歳（平均引退年齢）を超える中小 
 企業・小規模事業者の経営者は約245万人となり、うち 
 約半数の127万人（日本企業全体の約３割）が後継者未定。 
 
■ 廃業する会社のおよそ半数が経常黒字であり、後継者 
 不在の現状を放置すると、2025年頃までに約650万人の 
 雇用と約22兆円分のGDPが失われる可能性。 

今後10年間の集中的な取組が必要 



資料:中小企業庁「都道府県・大都市別企業数、常用雇用者数、従業員数」 

1  

                 

' 

  

● 全国の中小企業数は平成26年の380.9万社から、平成28年は357.8万社へと減少し、 

  同様に、北海道の中小企業数も平成26 年の15.1万社から、平成28年は14.1万社へと減少している。 
 
● また、従業員数も、全国・北海道共に減少している。 
 
● 平成26年と平成28年の中小企業数の減少率は、全国が約6.1％減、北海道が約6.4％減となっており、  

  北海道は全国で5番目に高い水準になっている。 

２ 北海道の中小企業の現状（中小企業数の減少） 

北海道 全国 



資料:株式会社帝国データバンク「北海道の休廃業・解散動向調査」 
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■ 中小零細企業を取り巻く経営環境は依然として厳しいことに加え、人口減少と人手不足、さらに、後継者難 

    という問題にも直面している。 

３ 北海道の休廃業･解散件数 

地域別 業種別 

● 道内の休廃業・解散件数は、東京都の2,656件に次いで、全国で2番目に多くなっている。 

● 道内地域別では、14地域中8地域が前年度比で増加。減少したのは6地域。 

● 業種別では、「建設業」が386件（構成比28.5％）で最多。 

【背景】 

※平成29年 



資料:株式会社帝国データバンク「道内「後継者不在企業」動向調査」 
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４ 道内企業の後継者不在状況 

地域別 後継者候補の属性 

● 後継者がいないことを主たる理由とした廃業が増えている。 

● 道内企業の後継者不在率は全国9地域で最も高く、都道府県別では4番目に高い。 

● 業種別で最も後継者不在率が高いのは「サービス業」の78.0％、最も低いのは「製造業」の68.8％。 

● 全国平均と比較すると、道内企業では「子供」を後継者候補に選ぶ傾向が強い。 

平成30年における道内企業の後継者不在率は73.5％と、全国平均の66.4％を上回り、 
全国9地域で最も高い水準。 
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平成31年度税制改正 



情報交換でお伺いしたい内容 

■ 千歳市内の中小企業の廃業や事業承継について 
 
 ・黒字廃業の有無 

 ・後継者不在状況 

 ・道内他市町村との比較 

 ・事業承継の意向を把握するには 

 ・行政としてできること 


